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平成２６年第３回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会
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　日程第５　一般質問　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

午前１０時００分開会

　出席議員（８名）

　　　　　１番　　　鈴　　木　　友　　之　　　　　　　　　２番　　　松　　村　　和　　子

　　　　　３番　　　内　　野　　嘉　　広　　　　　　　　　４番　　　森　　田　　精　　一
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　　　　　７番　　　宮　　﨑　　雅　　之　　　　　　　　　８番　　　小　　川　　達　　夫

　欠席議員（なし）

　説明のための出席者

　　　管理者　　　石　　川　　　　　清　　　　　　　副管理者　　　藤　　縄　　善　　朗

　　　会　　計

　　　　　　　　　　千代田　　直　　人　　　　　　　消防長　　　加　　藤　　公　　司

　　　管理者
　　　参　　与

　　（坂　　戸　　　小　　川　　泰　　人　　　　　　　次　　長　　　岡　　部　　久　　志

　　　消防署長

　　　事務取扱）

　　　副参与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　副参与
　　（予防課長　　　髙　　橋　　義　　裕　　　　　　（指令課長　　　川　　野　　敬　　三

　　　事務取扱）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務取扱）

　　　副参与
　　（鶴ヶ島　　　宇津木　　三十夫　　　　　　　庶務課長　　　寺　　田　　精　　一

　　　消防署長
　　　事務取扱）

　　　警防課長　　　髙　　橋　　長　　美　　　　　　　監査委員　　　村　　田　　昭　　夫

　事務局職員出席者

　　　書　　記　　　鹿ノ戸　　和　　弘　　　　　　　書　　記　　　今　　野　　淳　　一

　　　書　　記　　　仲　　島　　博　　之　　　　　　　書　　記　　　沼　　田　　淳　　司

　　　書　　記　　　宮　　﨑　　準　　也

　　　◎開会及び開議の宣告　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（午前１０時００分）

〇森田精一議長　議員の皆さん、おはようございます。

　　現在の出席議員、８人全員でございます。

　　よって、定足数に達しておりますので、ただいまから平成26年11月第３回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会を開会し、直ちに本日の会議を開きます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議長の挨拶
　　　　（森田精一議長起立）

〇森田精一議長　議事に先立ちまして、一言ご挨拶を申し上げます。

　　本日、平成26年11月第３回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会を開会いたしましたところ、議員各位におかれましては、公私ともにご多用の中をご出席いただきまして、ここに開会の運びとなりましたことに対しまして、厚く御礼を申し上げます。

　　また、説明者におかれましても、お忙しい中、石川管理者並びに藤縄副管理者をはじめ関係者のご出席をいただき、厚く御礼を申し上げる次第であります。

　　本日は、「平成25年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計歳入歳出決算の認定について」の１議案が提出されております。

　　本組合充実のため、何とぞ慎重ご審議の上、適切なるご議決とともに、議事の運営につきまして格別のご協力を賜りますようお願いを申し上げまして、開会の挨拶といたします。

　　　　（森田精一議長着席）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議事日程の報告
〇森田精一議長　議事日程につきましては、お手元に配付のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎会議録署名議員の指名について
〇森田精一議長　直ちに本日の議事に入ります。

　　日程第１・「会議録署名議員の指名について」を行います。

　　会議録署名議員は、会議規則第88条の規定により、議長において

　　７　番　　宮　　﨑　　雅　　之　議員

　　８　番　　小　　川　　達　　夫　議員

　の両議員を指名いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎会期の決定について
〇森田精一議長　日程第２・「会期の決定について」を議題といたします。

　　お諮りいたします。今期定例会の会期は、本日１日といたしたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」の声）

〇森田精一議長　ご異議なしと認めます。

　　よって、平成26年11月第３回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会の会期は、本日１日と決定いたしました。

　　　　（「議長、休憩お願いします」の声）

〇森田精一議長　暫時休憩いたします。

　　　　休憩　午前１０時０２分

　　　　再開　午前１０時０２分

〇森田精一議長　休憩前に引き続き会議を開きます。

　　それでは、ご異議なしと認めます。

　　よって、平成26年11月第３回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会の会期は、本日１日と決定いたしました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎諸報告
　　　　　現金出納検査の結果について（監査報告第３号）
　　　　　閉会中の事務調査結果について
〇森田精一議長　日程第３・「諸報告」をいたします。

　　はじめに、監査委員より平成26年６月分から９月分の現金出納検査の結果報告がありました。お手元に配付しておきましたので、ご了承願います。

　　次に、閉会中の事務調査結果について、お手元に配付しておきましたから、ご了承願います。

　　次に、今期定例会に議事説明者として出席通知のありました者の職・氏名並びに事務局職員の職・氏名を一覧表として配付しておきましたので、ご了承願います。

　　以上で諸報告を終わります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議案第１１号の上程、説明
〇森田精一議長　日程第４・議案第11号・「平成25年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計歳入歳出決算の認定について」を議題といたします。

　　議案につきましては、お手元に配付しておきましたので、ご了承願います。

　　提案理由の説明を求めます。

　　石川管理者。

　　　　（石川　清管理者登壇）

〇石川　清管理者　ただいま議題となっております議案第11号の提案の理由を申し上げます。

　　議案第11号・「平成25年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計歳入歳出決算の認定について」でありますが、予算現額22億6,459万6,000円に対しまして、歳入決算額は23億5,157万8,187円、予算現額に対して8,698万2,187円の収入増であります。

　　また、歳出決算額は22億4,642万8,837円、予算現額に対して1,816万7,163円の減となり、歳入歳出差し引き１億514万9,350円の繰越金を生じました。

　　歳出の主なものを申し上げますと、議会費及び総務費につきましては、一般経常的経費であります。

　　常備消防費につきましては、人件費のほか、消防活動等に要した経常的経費であり、非常備消防費の坂戸市及び鶴ヶ島市消防団費につきましては、消防団活動に伴う報酬並びに運営費であります。

　　常備消防施設費につきましては、消防防災体制の整備充実を図るため、消防水利標示線設置工事、訓練塔、電波塔建設等工事設計業務委託、並びに救助工作車、高規格救急自動車及び庁用車の更新、さらには一般複合容器、空気呼吸器、緊急消防援助隊装備品、タブレット端末の購入に係る経費であります。

　　坂戸市消防施設費につきましては、40立方メートル級耐震性貯水槽２基分の新設工事のほか、戸口、石井地内の火の見やぐら解体工事であります。

　　鶴ヶ島市消防施設費につきましては、40立方メートル級耐震性貯水槽２基分の新設工事のほか、鶴ヶ丘地内の防火水槽漏水等改修工事であります。

　　次に、歳入の主なものを申し上げますと、89.1％を占める坂戸市及び鶴ヶ島市、西入間広域消防組合からの負担金をはじめとして、救助工作車、高規格救急自動車の購入、及び40立方メートル級耐震性貯水槽４基の建設事業に伴う組合債のほか、前年度繰越金、国庫支出金、県支出金等となっております。

　　以上、決算の概要を申し上げましたが、平成25年度におきましても引き続き複雑多様化する災害への的確な対応と救急需要の対応、及び広域消防応援体制をはじめとする消防防災体制の整備充実を図るため、消防施設等の整備を計画的に推進するとともに、経常的経費は極力節減に努め、限られた財源の有効活用に努力した次第であります。

　　本決算の内容につきましては、去る８月20日、消防本部会議室におきまして、監査委員さんにご審査をお願いし、いずれも計数的に正確であり、かつ内容も正当なものと認められましたので、その意見書並びに行政報告書を付して議会のご認定をいただきたく、地方自治法第233条第３項の規定に基づき、本案を提出した次第であります。

　　以上、議案第11号の提案理由を申し上げましたが、何とぞ慎重ご審議の上、速やかなるご認定を賜りますようお願いを申し上げまして、提案理由の説明といたします。

　　　　（石川　清管理者降壇）

〇森田精一議長　以上をもって提案理由の説明は終わりました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議案第１１号の質疑、討論、採決
〇森田精一議長　これより議案につきまして単独質疑、討論、採決に入ります。

　　最初に、日程第４・議案第11号・「平成25年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計歳入歳出決算の認定について｣に対する質疑に入ります。

　　１番・鈴木議員。

〇１番（鈴木友之議員）　１番、鈴木友之です。議案第11号・「平成25年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計歳入歳出決算認定について」、２点ほど質疑をさせていただきます。

　　行政報告書の27ページのひとり暮らし寝たきり高齢者防火指導状況についてですけれども、本事業は65歳以上を対象にして火災予防の普及啓発及び被害軽減のために実施されております。急速に高齢化が進む中で、火災予防の普及啓発活動は非常に重要となっていると考えているわけですけれども、近年の本事業の対象者数の状況についてまずお伺いをいたします。

　　次に、行政報告書29ページ、救急事務についてですけれども、搬送人員が平成24年度6,067人から平成25年度は6,038人と減少の傾向にある、その一方で不搬送が24年度は823件から25年度942件と、わずかには増加しているという状況ですけれども、この主な要因についてまずお伺いをいたします。

〇森田精一議長　小川坂戸消防署長。

〇小川泰人参与（坂戸消防署長事務取扱）　お答え申し上げます。

　　ひとり暮らし寝たきり高齢者防火指導の近年の状況、推移についてでございますが、平成22年度秋季合計1,106人、平成23年度秋季合計1,072人、平成24年度秋季合計929人で、平成25年度秋季合計828名となっております。年々減少しておりまして、これは高齢者の方が入院あるいは転出、お亡くなりになっているというものでございます。

　　以上でございます。

〇森田精一議長　髙橋警防課長。

〇髙橋長美警防課長　ご質問の警防関係についてお答え申し上げます。

　　平成25年度の救急出動件数、救急出動における不搬送の増加理由でございますが、平成24年度の不搬送件数823件に対し、平成25年度の不搬送件数は942件で、119件の増となっております。平成25年度の不搬送理由といたしましては、現場処置が最多で561件、次に死亡が88件、緊急性なしが75件の順となっております。なお、平成24年度と比較し平成25年度は現場処置が125件の増、緊急性なしが32件の増となっておることから、特に緊急性がない救急要請が増えたものと考えられます。また、５回以上の頻回利用者の不搬送件数は、平成24年度で30回、平成25年度では102回となっておりますことから、これらの要因も不搬送件数の増加につながったものと考えております。

　　以上でございます。

〇森田精一議長　１番・鈴木議員。

〇１番（鈴木友之議員）　ひとり暮らし寝たきり高齢者防火指導状況についてですけれども、対象者数に対して訪問対応ができた数が実施数ということになると思いますけれども、秋と春実施されているということですけれども、この対象者に対して実施数は半数に届かないという状況ですけれども、春、秋訪問し、両方とも会うことができなかったという件数についてお伺いをいたします。

　　次に、救急事務についてですけれども、緊急を要さない件数が増加しているという傾向にあるということが答弁をされたと思いますけれども、不搬送の増加について、近年問題となっている不適正な救急車の呼び出しというのがどのぐらいあったのか、またその内容についてお伺いをいたします。

〇森田精一議長　小川坂戸消防署長。

〇小川泰人参与（坂戸消防署長事務取扱）　秋と春に会えなかった方につきましてですが、平成25年度でひとり暮らし防火指導の秋季で坂戸市579人に対しまして298人、鶴ヶ島市で248人に対しまして132人、合計827人に対しまして430人となっております。また、春季につきましては、坂戸市546人に対しまして288人、鶴ヶ島市228人に対しまして115人、合計774人に対しまして403人となっております。これらの数字で、秋季に訪問し、入院、転出あるいはお亡くなりになられた方は、春に削除して訪問し、25年度秋季、春季とも会えなかった方は、概数でありますが、坂戸市178人、鶴ヶ島市83人となっております。

　　以上でございます。

〇森田精一議長　よろしいですか。

　　髙橋警防課長。

〇髙橋長美警防課長　ご質問の警防関係についてお答え申し上げます。

　　不適切な救急車の利用の内訳関係ということでございますけれども、手持ち資料では数値的なものは持っておりませんけれども、先ほどの102回の関係で申し上げますと、最多の方につきましては精神患者の方で43回。また、102回での内訳関係としては、現場処置が66件、緊急性なしが31件、拒否が３件、その他２件といった不搬送の状況となっております。

　　以上でございます。

〇森田精一議長　１番・鈴木議員。

〇１番（鈴木友之議員）　それでは、救急事務についてですけれども、救急車は緊急の傷病者を病院等へ迅速かつ安全に搬送するための車両であるわけですけれども、不適切な救急車の利用、救命率の低下を招きかねない問題であると認識しているわけですけれども、不適切な利用を少しでも減らすためには今後どのような対策を進めていくのか。また、救急車の現場滞在時間の状況についてお伺いをいたします。

〇森田精一議長　暫時休憩いたします。

　　　　休憩　午前１０時１８分

　　　　再開　午前１０時１９分

〇森田精一議長　休憩前に引き続き会議を開きます。

　　髙橋警防課長、答弁。

〇髙橋長美警防課長　鈴木議員さんのご質問にお答えいたします。

　　まず、現場滞在時間でございますけれども、平成25年度の現場滞在時間につきましては、搬送人員5,508人のうち、15分以内が1,374人の25％、15分から30分が3,135人、56.9％、30分から45分が672人、12.2％、45分から60分が220人、4.0％、60分以上が107人、1.9％でございます。

　　また、今後救急車の適正利用の対策でございますけれども、こちらにつきましては、救急車の啓発に現在も努めているところでございますが、救急フェアでの適正利用のチラシの配布、あるいは救急自動車に適正利用のマグネットシールを添付しての啓発、特別養護老人施設への救急車利用マニュアルの配布、さらには救急講習等におきまして直接市民へ広報をいたし、救急車の適正利用に努めているところでございます。今後につきましても継続的に実施していきたいと思っております。

　　以上でございます。

〇森田精一議長　よろしいですか。

　　ほかに。

　　６番・山中基充議員。

〇６番（山中基充議員）　６番、山中基充でございます。議案第11号・「平成25年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計歳入歳出決算の認定について」、２点ほど質疑をさせていただきます。

　　先ほども少し高齢者のお話出てまいりましたけれども、実際に火災原因の中では、放火、またたばこ、こんろということで出ておりますが、実際の火災の75％が高齢者の独居のある意味高齢者世帯だという統計があるように伺っておるのですけれども、当組合下でのそれらの高齢者の火災状況、またそれに対する対策、今訪問等されているというふうにお伺いいたしましたが、その点について25年度どのような形であったかということについてお伺いをいたします。

　　また、もう一点は職員の講習のことについてお伺いいたします。職員が今いろんな火災やまた救急等においてもさまざまな新しいといいますか、ことができておりますけれども、それら、特に25年度特色ある講習等がございましたらば、その中身についてお伺いをいたしたいと思います。

〇森田精一議長　髙橋予防課長、答弁。

〇髙橋義裕副参与（予防課長事務取扱）　お答えを申し上げます。

　　当消防組合管内の火災発生状況と高齢者住宅の割合についてでございますが、平成25年度当組合管内の火災発生件数は65件で、うち建物火災が26件でございました。26件中住宅火災につきましては、17件発生している状況でございます。

　　次に、高齢者住宅の割合についてでございますが、17件中６件の35.3％が高齢者が居住する火災でございました。

　　また、原因別につきましては、放火が２件、こんろ２件、その他２件でございます。その中で１名の犠牲者が発生しておりますが、この方につきましては、自損行為によるものでございます。

　　以上でございます。

〇森田精一議長　小川坂戸消防署長、答弁。

〇小川泰人参与（坂戸消防署長事務取扱）　高齢者の防火対策ということでございますが、先ほどちょっと触れさせていただきましたひとり暮らし寝たきり高齢者防火指導という形で運動しております。この運動につきましては、坂戸市、鶴ヶ島市の65歳以上の方を対象に毎年度２回、秋と春の全国火災予防運動の時期に合わせてこれらのお宅を訪問し、日ごろの火気の取り扱いや火災が発生したときの通報、避難等の対処方法をお話しさせていただきまして、火災予防の普及啓発及び被害の低減の目的で実施しております。

　　以上でございます。

〇森田精一議長　寺田庶務課長、答弁。

〇寺田精一庶務課長　お答え申し上げます。

　　平成25年度に新たに実施をいたしました研修事業といたしましては、コンプライアンス研修、ハイブリッド車安全対策研修、及び太陽光発電システム視察研修を開催いたしております。まずはじめに、職員の教養研修といたしまして開催いたしましたコンプライアンス研修につきましては、市町村アカデミーの客員教授を講師に迎え、全職員を対象といたしまして、職域ごとに午前中には主査以下の職員92名、午後からは管理職員45名の合計137名の職員が受講いたしました。内容といたしましては、コンプライアンス法令遵守の考え方、個人、組織としての対応、危機管理に対する組織対応等について学んだものでございます。当直勤務等により受講できない職員に対しましては、研修終了後にビデオ視聴して共通の認識を高めたところでございます。

　　次に、消防活動上必要な知識の習得のために開催いたしましたハイブリッド車安全対策研修につきましては、トヨタ自動車の技術者を講師に迎え、全職員を対象といたしまして２日間にわたり開催し、両日で155名の職員が受講いたしました。内容といたしましては、近年急速に普及が進んでおりますハイブリッド車等において、今後増加することが予想されます交通事故等の対応のため、隊員の知識や技術の向上を目的として実施したものでございます。

　　また、太陽光発電システム視察研修につきましては、坂戸市石井地内の坂戸太陽光システム発電所におきまして２日間にわたり視察研修を行い、両日で77名の職員が受講したものでございます。内容につきましては、近年急速に一般住宅等にも普及が進んでおります太陽光発電システムにつきまして、一旦火災が発生した場合の燃焼性状や消火方法等について研修し、消防活動に必要な知識の習得を図るため実施をしたものでございます。

　　以上でございます。

〇森田精一議長　６番・山中議員。

〇６番（山中基充議員）　６番、山中基充でございます。

　　高齢者の場合、35.3％が高齢者のお宅での火災が発生をしたということで、全国的に見るとまだ低いのかなというふうには思っておるのですが、またそういった予防のために春と秋のときに高齢者宅、独居宅の訪問されているという、それらの情報というのは構成市の安心、安全の対策等との共有化といいますか、連絡等はされているのかどうかという確認と、あとそれらについて取り組みということについてお伺いさせていただきます。

　　もう一点、今回の講習に関してなのですが、今ハイブリッド車の話がありまして、私も整備会社の、車の整備の友人がいるのですけれども、一つ間違えば死ぬといって、すごい高圧電流を扱っていたりいたしますので、そういった点から見ても最近のエコカーの流れから見ると理にかなっているとは思っているのですが、今ハイブリッド車、また太陽光発電等のそういった火災等の準備、またもう一つ、コンプライアンスということで、法令遵守のことで何がどういう形でその法令違反に当たるかというのを全職員が確認をしたということでお伺いいたしましたが、そういった成果がどのような形で出ているかということについても改めてお伺いをさせていただきます。

〇森田精一議長　小川坂戸消防署長。

〇小川泰人参与（坂戸消防署長事務取扱）　高齢者の訪問結果のことを構成市にフィードバックしているかということでございますが、現在は行っておりません。本情報の提供先であります構成市担当部局の情報がひとり暮らし寝たきり高齢者の狭義の目的ではなく、もっと広い意味であることから、当組合と若干開きがあるようでございます。今後構成市と調整を行い、必要ならば共有したいと考えておりますので、ご理解をいただきたいと存じます。

〇森田精一議長　寺田庶務課長、答弁。

〇寺田精一庶務課長　お答え申し上げます。

　　新たに実施した研修の成果についてでございますが、コンプライアンス研修につきましては、平成25年度に当組合におきまして公務員の倫理及び各ルールの認識錯誤による事件が発生いたしましたことから、コンプライアンス法令遵守の本質を学び、コンプライアンスに対する意識を高め、組織全体で再発防止に努めることを目的に実施したところでございます。職員おのおのの意識が深まり、共通の認識を得たことにより、個人はもとより組織としての対応能力の向上が図れたものと考えております。

　　また、ハイブリッド車安全対策研修及び太陽光発電システム視察研修につきましては、これらの電気設備に起因する災害時の対応や二次災害の防止のため、消防活動上必要な知識と技術の習得という所期の目的を達成することができたものと考えております。

　　以上でございます。

〇森田精一議長　よろしいですか。

　　それでは、２番・松村和子議員。

〇２番（松村和子議員）　２番、松村和子。議案第11号につきまして３点ほど質疑を行います。

　　まず最初に、決算書の７ページ、８ページにございます雑入につきまして、またこれに関連して13、14の歳出のほうの監査委員会報酬並びに費用弁償、この点についてお伺いしておきたいと思います。この年はやはりいろんな事件が起きて、今答弁もございましたけれども、それの結果がもう出ていると思うのです。１つは、上新田自治会に支出していた小型動力ポンプ管理費補助金に関する住民監査請求がございました。条例や規則に基づいて支出していなかったということで、一連の収入があった、またその係争の中で、途中で取り下げはありましたけれども、一連の支出が出ているのではないかということで、そういった点について確認をしておきたいというふうに思います。

　　２番目には、その下のところにございます国庫補助金、国庫補助金を当初予算でいつも上げていただきたいと申し上げているのですけれども、歳入の決算ということで歳入が入っていますので、この点については確認程度で結構ですので、これからどうするのかということでご答弁をいただいておきたいのと、この耐震貯水槽のことでもやはり一連の入札問題をやり直さなければならないと、ほかに場所を移さなければならないということがございました。25年７月25日に40立米で上広谷地内で防火貯水槽を計画しましたけれども、年度途中でこれをできないということで次の場所に移ったということで、賠償問題も発生したというふうに思いますので、歳入の点で見ますと、賠償金の額は入っておりますので、この点についてもこの契約及び延納利息ということで、これではないかと思いますが、この点についてもご説明を願っておきたいと思います。

　　最後の３問目の質疑なのですけれども、これは決算書ではちょっと出ておりませんので、報告書のほうの14ページ、これも相変わらずご質疑をしておりますが、人権同和教育研修に本年度も92名という参加者数が多いのですけれども、この研修に全体としては何人出席して、消防組合として何人かということ、また時間外だというふうにいつも聞いておりますので、時間外の手当についてお尋ねしておきたいと思います。

　　以上３問よろしくお願いします。

〇森田精一議長　寺田庶務課長、答弁。

〇寺田精一庶務課長　松村議員さんからの数点にわたりますご質問に対しまして、庶務関係につきましてお答え申し上げます。

　　はじめに、住民監査請求の経緯と金銭の出入りについてでございますが、消防組合から鶴ヶ島市内の自治会が所有する小型動力ポンプ維持管理費といたしまして年間２万円を補助していたことに対しまして、自治会から事業概況や予算、決算報告などの提出を求めることを助成条件とする規則の履行を怠っていたとのことにより、昨年４月12日、１回目の住民監査請求が提出されました。内容につきましては、平成19年度から平成23年度の補助金返還請求でありましたが、５月17日に請求者本人から取り下げがなされました。また、８月５日に同様な内容で２回目の住民監査請求がなされました。これに伴い昨年８月20日及び９月12日に要件審査を監査委員さんにお願いをいたし、当該請求に係る補助金交付執行者である管理者及び前管理者から、金銭債務の消滅時効の５年により消滅した分を除く平成21年度から平成24年度の４カ年の補助金交付額８万円が９月５日に自主的に返還され、実質的要件の欠如となり、監査対象外となった旨の通知を請求人に行ったものでございます。さらに、10月２日に同一の請求人から平成19年度及び20年度の３回目の住民監査請求が提訴されましたが、監査委員さんに要件審査をお願いいたし、同一の内容であったことから、10月21日に請求人に対し、不適法な請求と認め却下した旨を通知いたしたものでございます。

　　また、別の自治会にも交付をしております同補助金につきましても、同様に申請時において必要な書類関係が添付されていないまま補助金の交付決定をしていたことから、補助金等の交付に関する規則違反であると判断し、同年10月23日に管理者、前管理者から８万円が返還されたものでございます。

　　監査請求に伴う金銭の出入りでございますが、そのうちの１回目につきましては、要件審査として単独で実施していただきましたことから、監査委員２名に費用弁償としてそれぞれ1,200円の計2,400円を支出いたしました。ほか２回分につきましては例月出納検査後に実施いたしましたので、当該監査請求には特化しての支出はございませんでした。

　　次に、人権同和研修の参加についてでございますが、平成25年度の人権同和研修は平成25年８月７日の午前と午後の２回に分けて実施されたものでございます。こちらには坂戸市関係の職員、一部組合関係、その中に消防組合職員も入っておるわけでございますが、全参加人員の数値につきましては、大変申しわけございませんが、手元に資料がございません。当組合では92名となったものであります。また、当日参加できなかった職員を対象に平成26年１月22日に追講習も実施しております。その合計が92名ということでご理解いただきたいと思います。全職員の対象ではございましたが、災害対応の職場でありますことから、当日の当直隊員を除く非番者、週休者及び日勤者が受講したものでございます。

　　失礼いたしました。住民監査請求の雑入関係でございますが、その他の雑入関係でございますが、主な内訳といたしましては、平成24年に起きました救急事案での個人情報の取り扱いに関する慰謝料請求事件におきまして、和解金50万円及び弁護士報酬７万5,000円を加入しております消防業務賠償責任保険から補填され、収入したところでございます。また、それ以外にも公用車の事故等による修繕費を一般財団法人全国自治協会の自動車損害共済金において33万6,420円が補填され、それらが主な内容になっております。

　　以上でございます。

〇森田精一議長　髙橋警防課長、答弁。

〇髙橋長美警防課長　ご質問の警防関係についてお答え申し上げます。

　　賠償額の関係でございますが、本件につきましては、上広谷地内における耐震性貯水槽工事におきまして、工事場所以外に作業スペースとして必要な用地の確保ができなかったことから、やむを得ず工事請負契約約款に基づき契約を解除したことに伴い、請負業者に対する損害賠償が生じて、その額を定めることについて、平成25年11月２回定例会におきまして議会の議決をいただき、支出をさせていただいたものでございます。その後工事場所を下新田地内に変更し、今年の２月14日に完成検査を行い、完成をいたしたところでございます。

　　なお、上広谷地内の契約解除に伴う損害賠償経費及び下新田地内の新たな設計費につきましては、工事費から流用させて対応させていただきました。また、下新田地内の貯水槽建設工事経費につきましては、当初の工事費で賄うことができたところでございます。また、耐震性貯水槽建設に伴い交付決定がなされておりました国庫補助金につきましては、予定どおり40立方型耐震性貯水槽４基分、1,047万2,000円が今年の４月30日に収入になったものでございます。

　　なお、補助金を予算に計上しなかった理由でございますけれども、補助金につきましては毎年100％という保証はございません。その点を構成市、両市ともに相談をさせていただいて事業を遂行している意味から、起債、一般財源において財源を確保し、仮に補助金がつかなかった場合でも事業が進められない事態を回避するため、予算には計上しない状況でございます。

　　以上でございます。

〇森田精一議長　２番・松村議員。

〇２番（松村和子議員）　２番、松村和子。再質疑を行います。

　　ただいまご答弁いただきましたけれども、一連の今回の最初の小型ポンプの問題については、非常に新聞にも出ましたし、10月９日の新聞にも出ました、報道されましたし、市民から指摘されて、監査のほうの結果もございますけれども、いずれにしても返金となったということについて、今後とも、先ほど山中議員のほうから質疑もございまして、研修もきちっとやってこれからやっていくというふうなご答弁もございますが、こういった事件を背景にしてやはり規則、条例に基づいた、なれ合いのない、そういうやっぱり運用を、公金である以上運用していかなくてはいけないというふうに思いますので、その点についてまず今後のそうした執行部のほうの決意のご見解をいただきたいというふうに思います。

　　次に、耐震性の貯水槽の問題なのですけれども、一連の賠償発生しましたが、報告書の23ページに、鶴ヶ島消防施設費、一番最後に載っておりますけれども、ここのところでは２件というふうに書いてありますが、新町三丁目上広谷、次に工事場所変更のためということで、３カ所記載しているのですよね。75万8,625円と35万6,475円。これ違うかな、単位が、単位がもし1,000円でしたらあいますけれども、いずれにしてもこの３本になっていて２件と書いてある報告書につきましてはどう理解すればいいのかなというのが１つあります。もう既にこの問題については契約、いろんな時点で指摘してまいりましたけれども、やはり今後周辺の状況、それからいろんな、市の自治会などに聞いてきちっとした対応をしていただきたいというふうに申し上げてございますけれども、この点についても改めて答弁をお願いしたいと思います。

　　最後の同和問題なのですけれども、同和対策法が既に終了したにもかかわらず、各市町村でこうした、やめているところもありますが、講習会とか旅費を使っての同和研修に行っているということは、今厳しい財政の中で少しでも補助金を減らすということで大変な状況にやっぱりあると私は思っています。広域行政に至っても90人も出席するということになりますと、相当な人数が、全体としてのは出ませんでしたけれども、坂戸市全体としては相当な人数がご出席なさっているのではないかというふうに思われまして、広域行政のほうは本来なら大変な職務でもございますし、取りやめにするということができるのではないかというふうに私は思ったのです、これ。この点について、ほかの広域行政、例えばいろんな５つも６つもあるわけです。そこの人たちが全部動員されているかというと、多分動員されていないところも、組合もあると思います。ちょっと調べてみないとわかりませんけれども、消防組合としてはほかの組合はどう参加しているのかということについてご存じでしたら答弁をお願いしたいと思いますし、やはり今後広域行政の消防組合としてはやめるという方向で取り組んでほしいのですけれども、この点について答弁をお願いいたします。

〇森田精一議長　髙橋警防課長、答弁。

〇髙橋長美警防課長　松村議員さんのご質問にお答えします。

　　行政報告書23ページの鶴ヶ島市消防施設費における記載の関係だと思いますが、こちらのほうに新町三丁目上広谷、さらに工事場所変更のためという記載がございます。まずはじめに、新町三丁目上広谷地内の関係でございますが、事業的な経緯を申し上げますと、まずはじめに設計をいたし、その後工事という形になります。その関係で、当初上広谷地内については設計が済んでいたところでございます。当然ながらこの経費についてはお支払いをするという形になります。その後に生じた工事用用地の関係から、新たに下新田地内の設計監理業務委託が必要になったわけでございます。この関係から３件で２行という形になっておりますので、ご理解のほういただきたいと思います。

　　以上でございます。

〇森田精一議長　寺田庶務課長、答弁。

〇寺田精一庶務課長　お答え申し上げます。

　　住民監査請求に係る今後の事務執行についてでございますが、坂戸・鶴ヶ島消防組合補助金等の交付に関する規則及び新たに制定をいたしました補助金交付要綱にのっとり、事務が適切になされているか、確認を怠ることなくチェック機能を働かせるとともに、全職員がコンプライアンス研修を受講して法令遵守の認識を高め、再発防止に努めているところでございます。

　　次に、人権同和研修につきましては、坂戸市では特別措置法終了が同和対策の早期解決を目指す取り組みの放棄を意味するものではないという国の地域改善対策協議会の意見具申及び坂戸市総合振興計画を捉え、同和問題を人権問題の重要な柱と位置づけしているものと認識をしております。このことから、当組合でも同様の取り扱いをしているものであります。他の組合等につきましては、資料がございませんので、答弁は控えさせていただきたいと思います。ご理解をいただきたいと思います。

　　以上でございます。

〇森田精一議長　よろしいですか。

　　２番・松村議員。

〇２番（松村和子議員）　松村です。再々質問を行います。

　　今答弁いただきまして、一番最初の条例、法令に遵守するということで、これで今議会ではここで２度目の表明をしていただきまして、ぜひその方向で取り組んでいただきたいというふうに思います。

　　40立米の耐震性の新設、この報告書の書き方を見てみると、場所としては３件ぐらいの、額といたしましても契約金額、新日本設計に75万8,625円と35万6,475円の支出しているとすると、この２件というのが３件に思えてしまうのです、これ見ると。この書き方でいいのかなというのがちょっと行政報告書を見て疑問に感じたのですけれども、実際は事実、このつくった場所は２件なのですよね。２件なのです。でも、３件に見えてしまうというの、これでいいのかなというふうに思っているのですけれども、この最後のほうの行政報告書もありますが、いずれにしてもちょっと紛らわしいような気がしてこれ見ていたものですから、この点ちょっと確認の程度で、申しわけないのですけれども、答弁お願いします。

　　最後に、人権同和なのですけれども、人権同和は、もうご存じのとおり、同和対策法が終了して、延長に延長を重ねて、ここでまたもう同和対策法は終わったのです。鳩山あたりはもうこういうのは出ないのだということで鳩山町はやっているというふうには聞いておりますけれども、なかなか全県的にはこれが取りやめられないという不思議なことがありまして、一団体だけにやはり支出していくということも大きな問題なので、ぜひこの問題については広域行政は特にほかでやっていないか、やっているか、ちょっと全部調べてありませんが、人数も多く出席しておりますので、それだけ大変な支出をしているというふうになりますので、ぜひやめる方向で取り組んでもらいたいというふうに思います。よろしくお願いします。

〇森田精一議長　暫時休憩いたします。

　　　　休憩　午前１０時５３分

　　　　再開　午前１０時５５分

〇森田精一議長　休憩前に引き続き会議を開きます。

　　髙橋警防課長。

〇髙橋長美警防課長　お答え申し上げます。

　　鶴ヶ島市消防施設費行政報告書の23ページの40立方型耐震貯水槽の設計関係の記載の方法でございますけれども、これにつきましては今後におきまして記載方法について、また検討したいと思いますので、ご理解のほうをいただきたいと思います。

〇森田精一議長　暫時休憩いたします。

　　　　休憩　午前１０時５６分

　　　　再開　午前１０時５６分

〇森田精一議長　休憩前に引き続き会議を開きます。

　　寺田庶務課長、答弁。

〇寺田精一庶務課長　お答え申し上げます。

　　人権同和研修につきましてでございますが、こちらにつきましては、構成市に準じて対応をしておりますことから、今後につきましても構成市の動向を見ながら確認し、対応してまいりたいと思いますので、ご理解をいただきたいと思います。

　　以上でございます。

〇森田精一議長　よろしいですね。

　　ほかに。

　　　　（「なし」の声）

〇森田精一議長　それでは、質疑を終結いたします。

　　これより討論に入ります。

　　　　（「なし」の声）

〇森田精一議長　討論なしと認め、討論を終結いたします。

　　これより議案第11号を採決いたします。

　　本案は原案のとおり認定することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」の声）

〇森田精一議長　ご異議なしと認めます。

　　よって、本案は原案のとおり認定されました。

　　暫時休憩いたします。

　　　　休憩　午前１０時５７分

　　　　再開　午前１１時０８分

〇森田精一議長　休憩前に引き続き会議を開きます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎一般質問
〇森田精一議長　日程第５・一般質問を行います。

　　通告者は２名であります。

　　順次発言を許可します。

　　なお、質問時間につきましては、議会運営についての申し合わせ事項により、執行部の答弁を含め60分以内となっておりますので、ご注意願います。

　　６番・山中議員。

　　　　（６番「山中基充議員」登壇）

〇６番（山中基充議員）　６番、山中基充です。議長より発言の許可をいただきましたので、ただいまより一般質問を行わさせていただきます。大きく３問にわたっての一般質問です。

　　１番、危険ドラッグの現状について。大麻や覚醒剤に似た成分を持つ危険ドラッグの乱用が大きな社会問題となっております。合法などとうたわれ、どんな薬物が混入されているのかもはっきりしない場合が多く、使用は人体実験に等しいといいます。名称の変更や指定薬物数を68種類から1,379種類、平成14年７月に増やすなど対策は行われていますが、さらなる対策が求められています。そこで、お伺いをいたします。

　　（１）、全国での危険ドラッグでの救急状況について。

　　（２）、坂戸・鶴ヶ島管内での状況について。

　　（３）、成分が複雑で適切な対応が難しいとされていますが、現状について。

　　（４）、組合としての対応について。

　　大きな２番として、感染症ウイルス対策についてお伺いをいたします。西アフリカでエボラ出血熱による死亡者が3,300人を超え、アメリカでの発症も報告されています。一方、日本では69年ぶりにデング熱の国内感染が確認され、その後も患者の報告が相次いでおります。

　　（１）、エボラ熱の日本侵入の可能性は低いと言われておりますが、準備は必要と言われています。救急機関としてどのような見識をお持ちですか。

　　（２）、デング熱への対応について、どのようなことが行われましたか。

　　（３）、感染症ウイルス対策についてお伺いをいたします。

　　大きな３番目として、久留米市の救急医療の取り組みからお伺いをいたします。福岡県では2009年から119番からの救急搬送の時間、４年連続日本一、短いというほうで日本一でございますが、その原動力が久留米市の取り組みと言われております。行政、消防、医師会が常に顔の見える関係を心がけ、定期的に協議会を行っています。また、各医療機関から当直医師の人数や診療科目、ベッド数の空床状況を毎日報告されています。久留米市の取り組みについて組合のお考えを伺います。

　　以上で私の１回目の質問とさせていただきます。

　　　　（６番「山中基充議員」降壇）

〇森田精一議長　加藤消防長、答弁。

　　　　（加藤公司消防長登壇）

〇加藤公司消防長　ご質問の項目に従い順次お答え申し上げます。

　　はじめに、危険ドラッグの現状についての全国での危険ドラッグでの救急状況でございますが、本年７月18日、消防庁救急企画室長から全国の消防本部に対し、危険ドラッグ等による搬送状況の調査依頼があり、その結果が情報提供されております。これによりますと、調査期間は平成21年１月から平成26年６月までであり、平成21年が30人、22年が85人、23年が602人、24年が1,785人、25年が1,346人、そして26年１月から６月までが621人となっておりまして、合計いたしますと4,469人でございました。

　　次に、坂戸・鶴ヶ島管内での状況についてでございますが、先ほどの消防庁救急企画室長の調査依頼を受けまして、消防情報支援システムのデータとあわせて救急隊員からの聞き取りをいたしました結果、当管内においては、平成21年から平成26年６月までの間は該当となる症例はございませんでした。しかしながら、本年９月に関越自動車道におきまして、普通乗用車と大型貨物自動車の関係する交通事故で、普通乗用車の運転者が負傷いたし、危険ドラッグを吸いながら運転し、嘔吐、意識障害が起こって事故に至ったと運転者本人が供述した事故が１件発生をしております。その際、警察官もその供述を聞いておりましたが、特に新聞報道等はされておりません。

　　次に、成分が複雑で適切な対応が難しいとされているが、現状についてということでございますが、危険ドラッグは既に規制されている麻薬や覚醒剤の化学構造を少しだけ変えた物質が含まれており、体への影響は麻薬や覚醒剤と変わりがないか、あるいは麻薬や覚醒剤より危険な成分が含まれている場合があるともされております。実際はどんな危険性があるのかわからない状況でございます。救急活動といたしましては、危険ドラッグの成分や含有量は商品によってまちまちであり、嘔吐、意識障害あるいは暴力的になるなどさまざまな健康被害が報告されておりますので、危険ドラッグの吸引ということのみにとらわれることなく、救急活動基準に沿った適正、的確な救急活動に努めているところでございます。

　　次に、組合としての対応についてでございますが、当組合といたしましては、国、県、警察及び構成市などの関係機関からの積極的な情報収集に努め、救急隊員へ情報提供し、適切な対応をしてまいりたいと考えております。

　　次に、感染ウイルス対策についてのエボラ熱に対する救急機関としての見識についてでございますが、エボラ出血熱はエボラウイルスに感染し、症状が出ている患者の体液等や体液等に汚染された物質に十分な防護なしに触れた際、ウイルスが傷口や粘膜から侵入することで感染し、一般に症状のない患者からの感染や空気感染はないと認識しております。当組合としましては、救急業務等における感染防止対策を定め、これに沿った救急活動を実施しているところでございますが、今後におきましても関係機関からの情報収集に努め、万全な態勢を整え、対応してまいりたいと考えております。

　　次に、デング熱への対応についてでございますが、デング熱につきましては、感染者から蚊へ、蚊から人へという経路で蚊を媒して感染しますので、人から人に直接感染することはないと言われております。救急業務といたしましては、特異的な症状、特別な処置はございませんので、救急活動基準に沿った活動に努めているところでございます。

　　次に、感染症ウイルス対策についてでございますが、当組合では救急業務等における感染防止対策を定め、救急業務を実施するとともに、感染症対策資器材につきましても計画的に整備をしている状況でございます。

　　最後に、久留米市での救急医療の取り組みについて、組合の考えということでございますが、久留米市ではほぼ全ての事案が３回以内の病院照会で収容先が決定し、さらには搬送件数の96.3％を市内の医療機関で受け入れたことが報告されております。これは、医療体制が充実しているのはもちろんのことでありますが、関係するおのおのの組織、医師会や消防、行政で良好な関係が構築されているものと理解をしております。当組合といたしましても、関係機関と良好な関係を築き、救急医療体制を充実させるため、年間を通じまして埼玉県地域メディカルコントロール協議会、坂戸飯能地区医療対策協議会に参加するとともに、医療機関との症例研究会、医師の指示に基づく想定訓練、救急活動事後検証会、病院実習等を積極的に行い、顔の見える取り組みを行っているところでございます。今後につきましても、関係機関との連携強化に努めてまいりたいと考えております。

　　以上でございます。

　　　　（加藤公司消防長降壇）

〇森田精一議長　６番・山中議員。

〇６番（山中基充議員）　６番、山中基充でございます。一問一答で再質問を行わせていただきます。

　　危険ドラッグの現状についてということで、坂戸・鶴ヶ島管内では報告はない。どちらにいたしましても、救急の際にその人の症状を見るということは基本的にいたしませんので、それが危険ドラッグによるものかどうかという判断はなかなか難しい、そういう意味では記録に残っていないのかなというふうに思っています。報道のように後々、関越で起こった事故では警察へのそういった調書の中でそういうような発言があったということでありますから、なかなか実態をつかむのは難しいのかなというふうには思っておりますけれども、そういった意味合いで当組合、また構成市でできることというのは、こういった危険ドラッグの現状について、またそれに対する恐ろしさについてきちんと説明とか啓蒙していくことであろうかなと思っておりますが、消防としても消防の日等でさまざま救急のことについても啓蒙されておりますが、今キャラバンカーというのがございまして、それを活用して、特にそれは危険ドラッグのみではなくて、覚醒剤等の薬物に対する啓蒙を意識したものでありますけれども、こういったものを用いて広く教育機関等で行っていくということもあるのですが、当組合としてそういったものの活用であるとか、また今後のそういう危険ドラッグ等への啓蒙といいますか、についてはどのように考えられているのか、お伺いをいたします。

〇森田精一議長　加藤消防長、答弁。

〇加藤公司消防長　お答え申し上げます。

　　ただいまの薬物乱用防止キャラバンカーの活用についてということでございますが、公益法人麻薬・覚せい剤乱用防止センターに確認いたしましたところ、所有車両は８台あるそうでありますが、今年度につきましては予算の関係上１台のみが稼働している状況とのことでございます。なお、この１台につきましても主に関東甲信越地域の学校教育機関へ貸し出し、教育を行っているということでございました。また、今年度につきましては、薬物乱用防止講師派遣の計画もなく、車両の予約も既に終了しているとのことでございます。来年度の派遣事業の計画につきましても現段階では未定であり、埼玉県及び構成市といたしましても、薬物乱用防止啓発キャラバンカーの運用等についての考えは現段階ではないようでございます。

　　したがいまして、当組合としても現在のところそういったものを活用する計画はしていない状況でございます。

　　以上でございます。

〇森田精一議長　６番・山中議員。

〇６番（山中基充議員）　危険ドラッグの現状については、先ほど申し上げましたように、なかなか、消防組合の仕事としてはそういった啓蒙という部分でありますので、こういうキャラバンカーのみというわけではありませんが、しっかりとまた啓蒙に努めていただければというふうに思っております。

　　続いて、感染症ウイルス対策についてでございますけれども、エボラ出血熱がこちらに来るというのは考えづらいということでありますけれども、それでももう既にそういったことを言っていたアメリカが発症して、それが余りにも無防備だったのが後からといいますか、問題になって、今回の中間選挙等で大きく影響したということもございまして、今アメリカで慌てていろんな対策をやっているという状況でございまして、決して他山の石というわけにはまいらないかなと思っております。そういったこともございまして、こういったものに対して、例えば防護服の脱ぎ着であるとか、そういう脱着等、そうした訓練が県内で、また消防組合として行われているのか、またそういったものの現状についてお伺いいたします。

〇森田精一議長　加藤消防長、答弁。

〇加藤公司消防長　お答え申し上げます。

　　ご質問の感染防止対策の関係でございますが、テレビ報道等で感染症指定医療機関等では医療従事者の感染防止のため、感染防護衣等の脱着訓練あるいは搬送訓練等を実施している報道がございました。当消防組合といたしましても、前回の新型インフルエンザの流行時と同様に、感染防護衣等の脱着訓練を計画し、既に実施をしているところでございます。今後につきましても訓練を継続し、感染防止の徹底を図ってまいりたいと考えております。

　　以上でございます。

〇森田精一議長　６番・山中議員。

〇６番（山中基充議員）　６番、山中基充でございます。

　　続きまして、久留米市の緊急医療の取り組みかなということで、当組合といたしましても顔の見える関係ということで今取り組まれようとしている、取り組んでいらっしゃるということでご答弁いただきましたが、いずれにいたしましても今回決算のときにも出てまいりましたが、坂戸・鶴ヶ島消防組合でも埼玉県の医療関係、情報とネットワークが取り組めるようにタブレットを常備、救急車に搬送して一緒に常に情報を得ているとか、いろいろ行っております。そういったものも当然私自身も推奨させていただいて、佐賀県等の取り組みについてもご紹介をさせていただきながら取り組みを求めてきたわけでございますけれども、もう一つの視点としては、いわゆるそういったハイテクではなくて、ローテクといいますか、ふだんの人間関係とか、そういったものの大切さというのが今回のこの久留米市の事例からはうかがい知ることができるのかなと思っております。医師会も坂戸、鶴ヶ島同じ医師会ですし、消防組合も坂戸、鶴ヶ島でやっておりますので、飯能であるとか、県であるとかという広域ではなくて、もっと狭い範囲でまたそういった協働を進めていくべきではないかな、それ進めていくというご答弁でありましたけれども、その点についていま一度ご答弁をいただければと思います。

〇森田精一議長　加藤消防長、答弁。

〇加藤公司消防長　ご質問の医療との連携関係でございますけれども、国のほうといたしましても地域包括ケアシステム、こういったものの推進を図っていくということから、構成市でも同システムを構築中であるというふうに伺っております。その一環といたしましては、高齢者等に対して地域による適切で必要な支援につなげるための高齢者見守りネットワークを設立し、当組合におきましても構成員として参加をしている状況でございます。この地域包括ケアシステムを構築するには、介護、福祉、医療等多様な機関の連携が必要であります。当組合といたしましても、ひとり暮らし寝たきり高齢者防火指導を継続するとともに、救急業務等において地域包括ケアシステムの構築に積極的に協力することで病院前救護のさらなる充実を図れるものと考えております。さらには、先ほど答弁をさせていただきました病院をはじめとする医療関係機関等との顔の見える関係の構築をさらに進めてまいりたいと考えております。

　　以上でございます。

〇６番（山中基充議員）　了解。

〇森田精一議長　よろしいですか。

〇６番（山中基充議員）　はい。

〇森田精一議長　１番・鈴木議員。

　　　　（１番「鈴木友之議員」登壇）

〇１番（鈴木友之議員）　１番、鈴木友之です。ただいまより通告に従いまして一般質問を行います。

　　東日本大震災を契機として、近い将来における大規模地震の発生や温暖化に伴う異常気象による自然災害がクローズアップされ、警鐘が鳴らされている中で、国民の安全、安心に対する関心が高まっています。本消防行政においても点から面的な災害対応を加味した防災施設、資機材の整備や消防組織、体制の充実強化を図っていく必要があると考えます。本消防本部においても出動件数の増加ばかりではなく、目まぐるしく変貌を遂げる社会構造や情勢とともに出動事案は複雑多様化の傾向にあり、こうした状況のもと、消防防災の中心的な役割を担い、地域住民の命と暮らしを守る消防機関は、消防需要等を的確に把握し、地域の実情に応じた消防防災体制を整備していくことが求められていると考えます。

　　消防力の整備指針では、市町村が目標とすべき消防力の整備水準が示され、市町村が火災の予防、警戒及び鎮圧、救急業務、人命の救助、災害応急対策、その他の消防に関する事務を確実に遂行し、当該市町村の区域における消防の責任を十分に果たすために必要な施設及び人員について定めたものであります。地域の実情に応じ消防体制の整備を進めていくことが重要と考え、次の２点について質問をいたします。

　　１点目、消防施設、消防資機材の整備について。

　　２点目、消防組織、消防体制の充実についてお伺いして、１回目の質問といたします。

　　　　（１番「鈴木友之議員」降壇）

〇森田精一議長　加藤消防長、答弁。

　　　　（加藤公司消防長登壇）

〇加藤公司消防長　ご質問の２項目につきまして順次お答え申し上げます。

　　はじめに、消防施設、消防資機材の整備についてでございますが、消防力の整備指針に基づく署所数は５施設に対し４施設で、充足率は80％、防火水槽等の消防水利につきましては、消防水利の基準1,378基に対し1,094基で、充足率79％となっております。また、資機材関係の車両関係でございますが、指揮車と救助工作車につきましては、それぞれ２台に対しそれぞれ１台、充足率が50％、消防ポンプ自動車が８台に対し６台で、充足率が75％となっております。そのほか化学車の１台、はしご車の２台及び救急自動車の５台につきましては充足率100％となっており、全体では消防力の整備指針に基づく基準台数20台に対し16台で、充足率80％という状況でございます。

　　次に、消防組織、消防体制の充実についてでございますが、先ほど申し上げました当消防本部車両の現有台数16台に対します消防力の整備指針に基づく人員につきましては216人であります。これに対し、現在の職員定数は195人で、充足率は90.3％という状況でございます。

　　以上でございます。

　　　　（加藤公司消防長降壇）

〇森田精一議長　１番・鈴木議員。

〇１番（鈴木友之議員）　それでは、順次一問一答で進めていきます。

　　消防施設、消防資機材の整備についてですけれども、近年我が国は地震や風水害等の大規模な自然災害に見舞われ、その中でも未曽有の大災害となった東日本大震災においては、地震にそれに伴う津波、市街地火災などが複合的かつ同時多発的に発生し、甚大な被害をもたらしました。今後南海トラフ地震や首都直下型地震の発生が危惧されている中で、東日本大震災で得た教訓とともに消防力の整備を進めていく必要性、これがますます重要となってきていると考えます。

　　本消防行政における消防施設、消防資機材の整備に関する現状と課題をどのように考えているのか、お伺いをいたします。

〇森田精一議長　加藤消防長、答弁。

〇加藤公司消防長　お答えを申し上げます。

　　消防施設整備の現状と課題というようなご質問でございますけれども、主に車両関係で申し上げますと、当消防本部の車両整備計画によりまして、消防ポンプ自動車につきましては15年、救急車は７年から13年、化学車は17年、はしご車は19年を目安に更新を計画させていただいているところでございます。また、車両関係の課題といたしましては、また今後ＮＯｘ・ＰＭ法の改正等により規制が強化された場合につきましては、更新等の時期にまた影響があるものというふうに考えております。

　　以上でございます。

〇森田精一議長　よろしいですか。

　　１番・鈴木議員。

〇１番（鈴木友之議員）　近年では中高層マンションの増加や商業施設の増加など、建築物の変化が坂戸、鶴ヶ島でも目につく状況があります。また、全国的に見ると、平成25年には２月に長崎市での高齢者のグループホームでの火災や、８月には福知山市で発生した花火大会の火災、10月には福岡市で発生した診療所火災など、これまでに経験のない多様な火災が連続している状況です。こうした複雑多様化する災害事案に対して効果的で効率的な車両の整備、更新が必要と考えますけれども、その車両の整備、更新についてどのように取り組まれているのか、お伺いをいたします。

〇森田精一議長　加藤消防長、答弁。

〇加藤公司消防長　お答えを申し上げます。

　　先ほどご答弁をさせていただきましたとおり、車両の更新時期につきましては、近隣の消防本部あるいはメーカー等への確認をいたしましたその保証関係も含めた部品関係の調達関係等も総合的に勘案をして、目安としてうちのほうで定めたものでございまして、車両積載品の内容について申し上げますと、積載品につきましては、長年使用したため機器の修理あるいは部品等の調達も難しくなります関係から、基本的には消防車両、救急自動車ともに車両更新時に積載品を含めて更新をさせていただいているものでございます。しかしながら、再利用が可能な、一例を申し上げますと、鍵つきばしごでありますとか、三連ばしご等につきましては、車両更新後もそのまま継続をして使用している状況でございます。

　　以上でございます。

〇森田精一議長　よろしいですか。

　　１番・鈴木議員。

〇１番（鈴木友之議員）　それでは、次の消防組織、消防体制の充実について移ります。

　　まず１回目で答弁ありましたけれども、消防組織、消防力の指針、216人のところで195人、これを維持しているという現状ですけれども、これは国の指針からすれば基準を満たしていないという状況が続いていると言えますけれども、この消防組織、消防体制の充実について、現状と課題についてどのようにお考えか、お伺いをいたします。

〇森田精一議長　加藤消防長、答弁。

〇加藤公司消防長　お答えを申し上げます。

　　消防力の整備指針に基づく216に対して定数195の現状ということでございますけれども、こちらにつきましては、職員定数とは別枠といたしまして再任用職員を引き続き採用し、現場活動などの直接的な行使は行えませんが、若手職員の育成、消防技術の伝承を含め、長年培った知識等を活用していただき対応してまいりたいと考えております。

　　以上でございます。

〇森田精一議長　１番・鈴木議員。

〇１番（鈴木友之議員）　現状と課題では再任用を活用して若手の育成を図っていくというような答弁がされましたけれども、現状としては消防力の整備指針に基づく必要人員が補充されていないというのが現状だと思います。また、大量退職の時代を迎えて、職員の年齢層が偏っていくと消防力の低下や住民サービスの均衡が図れなくなることが予想されるわけですけれども、今後の対応についてお伺いをいたします。

〇森田精一議長　加藤消防長、答弁。

〇加藤公司消防長　お答えを申し上げます。

　　まず、今後の退職者の状況からご説明をさせていただきたいと思いますが、この先10年間で一番多くの定年退職者が発生するのが平成30年度末の14名でございます。職員定数を超える採用ができないことから、現段階ではその時期に退職者の補充分としての人員を採用させていただく予定でございます。ベテラン職員の退職による消防力の低下を防ぐため、再任用職員を活用し、若手職員の育成及び職員個々の災害対応能力の向上を図るとともに、適材適所に配置することによりまして限られた人員と資機材を最大限に活用し、最大の効果を上げるべく今後におきましても研究、努力してまいりたいと考えております。

　　以上でございます。

〇森田精一議長　よろしいですか。

　　１番・鈴木議員。

〇１番（鈴木友之議員）　最大限の努力をしていくということはわかりましたけれども、今後大量退職を迎える時代が来るということを想定されているという状況ですけれども、やっぱり退職者、また年齢層が偏ることによっての消防力の低下ということが危惧されてくるわけですけれども、それを防ぐためにも指針に基づく人員の配置もそうなのですけれども、その前倒し作業なども含めて、この指針に基づく人数に近づけていく努力が必要なのではないかと思うわけですけれども、最後にその考えについてお伺いしておきます。

〇森田精一議長　加藤消防長、答弁。

〇加藤公司消防長　お答えを申し上げます。

　　職員定数の増加に対する考え方についてというご質問の趣旨だと思いますが、埼玉県内の28消防本部のうち、平成26年４月現在で職員１人当たりの負担人口は、川口市消防局が最も多く1,084人、お隣の西入間広域消防本部が最も少なく553人となっております。当消防組合では873人で、県内28消防本部の平均877人とほぼ変わらない状況でございます。このことから、職員の増員につきましては今後の推移を見守ることとし、再任用職員の活用及び適切で効率的な人員配置により対応してまいりたいと考えております。

　　以上でございます。

〇森田精一議長　よろしいですか。

〇１番（鈴木友之議員）　はい。

〇森田精一議長　以上で一般質問を終了いたしました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎閉議の宣告
〇森田精一議長　以上をもちまして、今期定例会の議事はすべて終了いたしました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議長の挨拶
　　　　（森田精一議長起立）

〇森田精一議長　閉会に当たり、一言ご挨拶を申し上げます。

　　議員の皆様にはご理解とご協力を賜り、閉会の運びとなりましたことに深く感謝を申し上げます。

　　今年の夏は、気象庁の分析結果によりますと、広島など西日本を中心とする８月の豪雨や日照時間が少なかった気象状況について、異常気象であったと報告されていますが、日ごと秋の深まりとともに朝夕肌寒さも感じるころであります。

　　議員各位におかれましては、時節柄何かとご多用のこととは存じますが、くれぐれも健康にご留意いただきまして、今後とも地域の進展と消防行政推進のため、なお一層のご尽力を賜りますようお願いを申し上げ、閉会の挨拶といたします。

　　ありがとうございました。

　　　　（森田精一議長着席）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎管理者の挨拶
〇森田精一議長　石川管理者から挨拶のため発言を求められておりますので、これを許します。

　　石川管理者。

　　　　（石川　清管理者登壇）

〇石川　清管理者　７月議会定例会以降の各種事業並びに火災等の概要につきましてご報告申し上げます。

　　はじめに、各種事業についてでありますが、７月30日から８月１日の３日間、消防本部におきまして、坂戸市及び鶴ヶ島市内の小中学校の教員を対象に応急手当てに関する知識、技術の普及を図るとともに、学校内での不測の事態に対処するため、応急手当て普及員講習会を開催し、34名の先生方に受講をしていただきました。

　　８月31日、鶴ヶ島市立第一小学校で実施されました鶴ヶ島市防災訓練、及び９月７日、坂戸市立浅羽野中学校で実施されました坂戸市民総合防災訓練の両会場におきまして、救急フェアを同時開催し、心肺蘇生法やＡＥＤの取り扱い等、応急手当て普及活動を行い、多くの市民に体験していただくとともに、住宅用火災警報器の設置普及活動等、火災予防運動を展開いたしました。

　　10月８日、９日には、今年度２回目の防火管理者資格取得新規講習会を開催いたしまして、各事業所から40名の方々が受講し、防火管理に関する知識を修得していただきました。

　　10月20日には、坂戸市民総合運動公園におきまして、第29回屋内消火栓操法大会を開催いたしましたところ、管内24事業所から選出されました男子23チーム、女子３チームの合計26チームの参加をいただき、日ごろの訓練の成果を披露していただきました。

　　10月24日には、職員採用第一次試験に合格した14名を対象に第二次試験を実施いたしました。

　　11月２日には、坂戸市民総合運動公園におきまして、坂戸・鶴ヶ島消防組合特別点検を実施いたしました。当日は、関係者ご列席のもと、消防職員、消防団員約350名、消防車両26台が集結し、人員、服装、規律の点検をはじめとする各種の点検を行いました。

　　議員皆様におかれましては、早朝よりご臨席を賜りご指導いただきましたことに、改めて深く感謝を申し上げます。

　　11月９日から15日までの１週間、秋季全国火災予防週間の一環として、消防署、消防団につきましては、消防車両による市内巡回広報を実施中であります。

　　次に、本年１月から10月までの火災件数は45件で、前年同期と比較いたしますと７件の減となっており、このうち建物火災は18件であります。

　　次に、同期間の救急出場件数は5,640件で、前年同期と比較いたしますと18件の減となっております。

　　今後におきましても、各種災害に的確に対応し、住民の負託に応えるべく万全を期してまいる所存でありますので、議員皆様には変わらざるご支援、ご指導をお願い申し上げるものであります。

　　ここに、議員の皆様方のご理解とご協力をいただき、本日の定例会が滞りなく終了できますことに対しまして心から御礼を申し上げますとともに、いよいよ寒さも厳しさを増してまいります。皆様にはくれぐれも健康にご留意をいただくとともに、ますますのご活躍をお祈り申し上げまして、ご挨拶といたします。ありがとうございました。

　　　　（石川　清管理者降壇）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎閉会の宣告　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（午前１１時４５分）

〇森田精一議長　これをもちまして、平成26年11月第３回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会の議事を閉じ、閉会といたします。
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